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奨学金事業の健全性確保のための延滞防止策について
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【目的】日本学生支援機構の奨学金事業は、日本国憲法
(第26条)、教育基本法(第4条3項)に基づき、経済的理由

により修学に困難がある優れた学生等に対し、教育の
機会均等及び人材の育成の観点から実施。

日本国憲法 第26条（第1項）
すべて国民は、法律の定めるところにより、その能力に応じて、ひとしく教育

を受ける権利を有する。
教育基本法 第４条

３ 国及び地方公共団体は、能力があるにもかかわらず、経済的理由によっ
て修学が困難な者に対して、奨学の措置を講じなければならない。

【対象】大学、大学院、短期大学、高等専門学校及び
専修学校（専門課程）の学生・生徒

【奨学金の申請手続き】
予約採用と在学採用の二通り
「予約採用」･･･入学前に奨学金を申込み、奨学金の貸与を

予約する手続き。申込みは所属高等学校等
を通じて行う。

「在学採用」･･･入学後に奨学金を申込む手続き。申込みは
所属大学等を通じて行う。

【平成２８年度概算要求の概要】
●「有利子から無利子へ」の流れの加速

貸与基準を満たす希望者全員への貸与の実現を目指し、無利子奨学金
の貸与人員を増員。

●「所得連動返還型奨学金制度」の導入に向けた対応の加速
詳細な制度設計を進めるとともに、システムの開発・改修に着手。

《平成２８年度概算要求》
貸与人員 ： 135万6千人 事業費総額： 1兆1,275億円

（独）日本学生支援機構 大学等奨学金事業の概要

区分 無利子奨学金 有利子奨学金

貸与人員 ４９万８千人(３万８千人増）
〔他被災学生等分５千人〕

８５万７千人
(２万人減）

事業費 ３，３４４億円（２２０億円増）
〔他被災学生等分３６億円〕

７，９３１億円
（３５億円減）

うち
一般会計
復興特会
財政融資資金

政府貸付金

一般会計：１，００６億円

復興特会： ２８億円

財政融資資金

８，１７６億円

貸与月額
学生が選択

（私立大学自宅通学の場合）

３万円、５．４万円

学生が選択
（大学等の場合）

３、５、８、１０、１２万円

貸与
基準

２７年度
採用者

学力
・高校成績が３．５以上(１年生)
・大学成績が学部内において上位
１／３以内(２年生以上)

①平均以上の成績の学生
②特定の分野において特に優秀な
能力を有すると認められる学生
③学修意欲のある学生

家計

家計基準は家族構成等により異なる。（子供１人～３人世帯の場合）

一定年収(650万円～1,280万円)以下
※貸与基準を満たす年収３００万円

以下の世帯の学生等は全員採用

一定年収(850万円～1,520万円)以下

返還方法

卒業後２０年以内
＜所得連動返還型＞
卒業後一定の収入（年収３００万円）を
得るまでは返還期限を猶予

卒業後２０年以内
（元利均等返還）

返還利率 無 利 子

上限３％（在学中は無利子）、学生が選択
（平成27年3月貸与終了者）

利率見直し方式
(5年毎)

０．１０％

利率固定方式

０．６３％
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（注1）貸与人員及び事業費の計は四捨五入の関係で一致しない場合がある。
（注2）平成24年度以降の無利子奨学金には東日本大震災復興特別会計分を含む。

（単位：万人）（単位：億円）

（独）日本学生支援機構 大学等奨学金事業の推移（当初予算）
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返還金回収の流れ

督促架電 （外部委託）

○受託通知

（本人,連帯保証人,保証人）

○電話督促

（本人,連帯保証人,保証人）

○督促状

（本人,連帯保証人,保証人）

○訪問督促・住所調査

（本人,連帯保証人）

支
払
督
促
申
立
予
告

支
払
督
促
申
立

仮
執
行
宣
言
付

支
払
督
促
申
立

強
制
執
行
申
立
予
告

強
制
執
行
申
立

強
制
執
行

訪
問
・実
態
調
査
（勤
務
先
等
）
等

口座振替（自動引落）による返還

催
告
書
の
送
付

督
促
架
電

代
位
弁
済
請
求

訪
問
督
促

（外部委託）（外部委託）

延滞1月目 延滞2月目 延滞3月目 延滞4月目 ～ 延滞9月目 延滞10月目～

人 的 保 証

機 関 保 証

○個信予告通知
（本人）

○個信注意通知
（本人）

○個信警告通知
（本人）

延

滞

情

報

登

録

○振替不能通知
（本人）

○振替不能通知
（本人）

○振替不能通知
（本人）

○督励状
（連帯保証人）

○督励状
（連帯保証人、

保証人）

○督促架電
（本人）

○督促架電
（本人、

連帯保証人）

○督促架電
（本人、連帯保証人、

保証人）

上記のとおり延滞初期における督促の集中実施、法的措置の強化、サービサー及び個人信用情報機関の積極活用等を通じ

て、回収促進の取組を進めている。

期
限
の
利
益
剥
奪
通
知

強制執行手続等
（外部委託）

督促架電 （外部委託）

○個信予告通知
（本人）

○個信注意通知
（本人）

○個信警告通知
（本人）

○振替不能通知
（本人）

○振替不能通知
（本人）

○振替不能通知
（本人）

○督促架電
（本人）

○督促架電
（本人）

○督促架電
（本人）

○住所照会
（連絡人）

○住所照会
（連絡人）

○住所照会
（連絡人）

○訪問督促・住所調査
（本人）

○住所照会
（連絡人）

○受託通知
（本人）

○督促状
（本人）

○電話督促
（本人）

振替不能

１回目

振替不能

２回目

振替不能

３回目

振替不能

４回目

民間の債権回収会社への委託

（外部委託）

法的措置・代位弁済による回収
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返還金の回収促進策について

（注） １．人員は実人員である。 ２．要回収額とは、当該年度中に回収すべき額（当該年度に新たに返還期日が到来した額と過年度の未回収額との合計）である。

［平成21年10月～］ ・ コールセンターの設置（延滞債権増加抑制のための対策）

・ 延滞者への督促架電の早期における集中実施（延滞3ヶ月未満）

・ 民間の債権回収会社への委託を3ヶ月以上9ヶ月未満の延滞者は全員実施

・ 法的措置の早期化（延滞1年以上 → 延滞9ヶ月以上）

［平成22年4月～］ ・ 延滞3ヶ月以上の者の個人信用情報機関への登録

・ 返還誓約書の提出時期の早期化（卒業時 → 採用時）

［平成22年7月～］ ・ 自らの債務状況を電子的に照会できるシステムの構築

［平成23年1月～］ ・ 減額返還制度の導入

［平成24年4月～］ ・ 「所得連動返還型無利子奨学金制度」の導入

［平成26年4月～］ ・ 真に困窮している奨学金返還者に対する救済措置の充実

・ 適格認定を厳格に実施するための基準の改定

［今後実施予定］ ・ 返還者に関する情報の調査・分析の充実

・ 学校毎の貸与及び返還に関する情報の公開（平成２８年度中）

・ 返還月額が所得に連動する「所得連動返還型奨学金制度」の導入（平成２９年度採用者から適用予定） 等

返還金の回収促進策

【有
利
子
奨
学
金
回
収
状
況
】

(93.6%)

193 449

(16) (6)

2,060 3,131

(232) (167)

91.4% 87.4%

平成２６年度

千人 億円

2,253 3,580

(248) (173)

(93.1%) (96.3%)

180 405

(16) (6)

1,708 2,444

(220) (151)

90.5% 85.8%

平成２４年度

千人 億円

1,888 2,849

(236) (156)

1,690

85.6%

(96.0%)

平成２３年度

2,1361,522

2,494

(199) (130)

(15) (5)

169 358

(214) (135)

千人 億円

区 分

要回収額（返還期日到来分の み）
（ 新 規 返 還 者 ）

う ち 未 回 収 額
（ 新 規 返 還 者 ）

う ち 回 収 額
（ 新 規 返 還 者 ）

要回収額に占める返還率（％）
（ 新 規 返 還 者 ） (96.8%)

90.0%

(92.8%)

平成２５年度

千人 億円

2,072 3,231

(242) (164)

1,884 2,788

(226) (158)

90.9% 86.3%

(93.3%) (96.5%)

188 444

(16) (6)
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機構と学校とが連携した返還支援策の強化について

 真に困窮している奨学金返還者の救済措置の充実

• 平成２６年度から、延滞金賦課率の１０％から５％への引下げ、返還期限猶予制度の制限年数の５年から
１０年への延長、返還期限猶予制度等の適用基準の緩和、延滞者への返還期限猶予制度の適用を通じ、
真に困窮している奨学金返還者に対する救済措置を充実。

 在学中の各学校から奨学生への説明の強化

• 各学校に対し、機構から当該学校の貸与及び返還に関する情報を提供し、在学生に対する奨学金制度及
び真に困窮している奨学金返還者への救済措置の周知徹底の取組を強化。

• 各学校が実施する採用時説明会等への日本学生支援機構職員の派遣。

 学校毎の貸与及び返還に関する情報の公開

• 返還支援策の強化に関する取組の成果については、平成２７年３月に卒業した奨学生の返還開始初年度
の結果（平成２７年度中の返還状況）が明らかとなる平成２８年度８月頃に、各学校の貸与及び返還に関
する情報（貸与者数、返還者数、延滞率等）を、機構のホームページ上で公開予定。

奨学金返還者について延滞者「０」を目指す。

【現状】

 返還猶予制度の認知状況･･「知らなかった」延滞者：５３．６％（「平成2５年度奨学金の延滞者に関する属性調査」（日本学生支援機構調べ））

 新規返還開始１年後に３月以上延滞している者の存在
⇒ 約２．０％（０．７万人／３４．２万人（平成２５年度実績）） 約２．０％（０．７万人／３５．３万人（平成２６年度実績））
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財政融資資金本省資金融通先等実地監査の主な指摘事項について①

区 分 主な指摘事項 対処方針

奨学金貸与業務 貸与において、「返還誓約書」が一部未提出となっている
ため、今後、新規の奨学生については、全ての奨学生に対
して同誓約書を徴求するとともに、現時点において同誓約
書が未提出の奨学生に対しても、速やかに提出するよう督
促等を行うこと。併せて、新規の奨学生から確実に徴求す
る新たな仕組みを検討すること。

・平成27年度から学校の提出期限までに返還誓約書の提
出がない場合は学校において奨学金の振込保留を実施。

・返還誓約書が未提出の延滞者に対しては、優先的に法
的処理を実施。

・平成27年度から返還誓約書提出時に人的保証から機関
保証への変更が行えるよう見直しを実施。

・学校で作成する「返還誓約書未提出者に係る調書」の様
式を変更し、提出できない理由を記載していただき、情報
収集及び分析を実施。

機関保証制度 機関保証制度における代位弁済請求において、保証機
関から生活困窮の基準を満たしていないとして代位弁済が
不承認とされた案件が一部認められたため、生活困窮に
ついて詳細かつ明確な定義を定め、これをマニュアルに明
記し、請求基準に従った代位弁済請求を行い得る態勢を
整備すること。

また、不承認となった案件について、機構より改めて延
滞者に対して督促を行ったところ、分割返還で合意し、返
還が可能となった案件も認められるため、延滞者との接触
方法について改善する検討を行うこと。

・生活困窮に係る代位弁済請求基準については、日本国
際教育支援協会と定期的な協議を行い、平成27年度中
に詳細かつ明確な定義を定める予定。

・延滞者との接触方法について、関係部署の連携を強化し、
接触機会を増やす等、きめ細かい指導態勢を整備。

（前回の監査指摘のフォ
ローアップ）

前回監査において、代位弁済請求を行っていない請求未
了債権を確認したが、今般の監査時においても、依然とし
て請求未了債権が多数確認されたため、これを改善するこ
と。また、監査時のマニュアルは、前回監査指摘を踏まえ
て盛り込まれた規定を削除している実態が認められたため、
経緯等を確認した上で、同マニュアルの見直しについて検
討を行うこと。

・今回の監査で指摘された平成26年3月末時点の請求未
了債権2,157件については、平成27年8月末現在で代位
弁済履行済856件、一部入金等により代位弁済請求対
象外となったもの1,096件の合計1,952件を処理済み。
残る205件の内訳は少額分割返還176件、代位弁済請求
予定9件、翌月以降代位弁済請求予定8件、被災地（原
発地区）12件。

・マニュアル検証委員会（平成27年4月～6月）において、
機関保証業務マニュアルを含む全てのマニュアルについ
て見直しを実施。
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財政融資資金本省資金融通先等実地監査の主な指摘事項について①

区 分 主な指摘事項 対処方針

リスク管理 機構は、独法改革等に関する基本方針等を踏まえ、平成
26 年度末までにリスク管理態勢等の見直しに係る検討を

行っているが、延滞リスク等の奨学金事業に伴う種々のリ
スクを機構全体として統合・管理する態勢の構築等につい
て、同検討を行う際に留意すること。

・リスク管理委員会を設置（平成27年3月）し、平成27年度
のリスク管理の実施計画を策定。

・奨学金事業に伴う種々のリスクを網羅的に管理するため
リスク管理規程を整備。

延滞防止策の取り組み 政策目的等に則した事業の適正な執行等を確保する観
点から、今後も、延滞債権の回収促進策と並行し、①奨学
金事業の理解度向上、②奨学生に対する貸与の適切性確
保、③減額返還制度の弾力化、といった延滞防止策の更
なる充実の検討を行うこと

・学校に配付している採用時説明会等の説明マニュアルの
見直しを実施。

・平成27年度から、採用時説明会への日本学生支援機構
職員の派遣を拡充。

・貸与基準として年齢や貸与額等に制限を設けることにつ
いて、教育政策としての生涯学習・学び直しの推進等の
観点も考慮しつつ、延滞防止策を検討。
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X万円（卒業後の本人の年収）

（返還月額）

【返還額】
月1万4,400円
（年間17万2,800円）

○ 貸与種別 無利子奨学金「私立大学・自宅通学」 ○ 貸与総額 5.4万円／月×12月×4年=259.2万円

３００万円

【返還期限を猶予】

14,400円

年収が300万円を超えるまでは、
返還期限が猶予される。

（返還月額）

b円

Y万円 Z万円

a円

c円

一定の年収を上回った段階で、
返還が開始される。

モデルケース

現 行 制 度
（所得連動返還型無利子奨学金制度）

改正後のイメージ

本人の卒業後の年収に応じて、
返還額が変化する。

（卒業後の本人の年収）

より柔軟な『所得連動返還型奨学金制度』の導入に向けた対応の加速

～ マイナンバー制度の導入にあわせて平成２９年度進学者から新しい方式で！ ～

○意欲と能力のある学生等が経済状況にかかわらず修学の機会を得られるよう、無利子奨学金制度の充実を図る。

○奨学金の返還月額が卒業後の所得に連動する、より柔軟な「所得連動返還型奨学金制度」の導入に関する検討を進める。

子供の貧困対策に関する大綱（平成26年８月29日閣議決定）
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入学時特別増額貸与奨学金制度について
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制度の概要

課 題

見直し案

区 分 交付時期 交付先 上限額

国の教育ローン 進学前後 保護者 ３５０万円

入学時特別増額 進学後 本人 ５０万円

＜概要＞入学時等の需要に対応するため、一般の無利子・有利子奨学金貸与月額とは別に、有利子による一時金を貸与
する制度（平成15年度創設）

＜貸与額＞10万、20万、30万、40万、50万円から選択
＜要件＞以下の（１）、（２）のいずれかに該当すること。

（１）家計収入が一定額以下であること ※一定額 ＝ 機構が算定する認定所得金額が０円（概ね年収400万円）

（２）日本政策金融公庫の「国の教育ローン」を利用できないこと ※以下３点の提出が必要
① 「日本政策金融公庫の『国の教育ローン』を利用できなかったことについて（申告）」
② 日本政策金融公庫の「国の教育ローン借入申込書（お客さま控え）」の写し
③ 融資できない旨を記載した日本政策金融公庫発行の通知文の写し

◆利用希望者、日本学生支援機構、日本政策金融公庫、大学等の手続き・事務負担が増大している。

◆入学時特別増額貸与奨学金の利用希望者、学校担当者にとって、貸与基準が不明確であり、変更を求める要望がある。

◆日本学生支援機構の入学時特別増額貸与奨学金の利用を希望したにも関わらず、貸付利率が高い「国の教育ローン」へ申込

むことへの理解が得られない。

入学時特別増額貸与奨学金の貸与基準を有利子奨学金の貸与基準と同一とする。

⇒利用希望者の利便性を向上するとともに、事務負担の軽減を図る。

＜参考１＞貸与基準見直しによる貸与人員・金額の増

・貸与人員：約３万人（有利子貸与人員の内数）

・貸 与 額：約１１５億円

入学時特別増額貸与奨学金の利便性向上

＜参考２＞国の教育ローンと入学時特別増額貸与の違い
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参考データ
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●平成２６年度末の延滞期間が３カ月以上の者は１７万３千人。事業規模が全体として増加しているが、近年の延滞者数は横
ばい傾向。

●近年の延滞者の増加分は延滞期間が３カ月未満の者の増加が主たる要因。延滞期間が３カ月以上の者については、機構
が、返還者が長期の延滞に陥らないよう早い段階での回収促進策を講じているため、近年は減少傾向。

※四捨五入により計数が一致しない場合がある。
※無利子奨学金・有利子奨学金の両方の貸与を受けている者はそれぞれカウントしている。

返還を要する人数に占める延滞３ヶ月以上の者の割合

（千人）

延滞者の推移（無利子奨学金＋有利子奨学金）
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●平成２６年度末の延滞期間が３カ月以上の者は８万５千人。事業規模が全体として増加しているが、近年の延滞者数は微増
傾向。

●近年は延滞期間が３カ月未満の者が増加している。延滞期間が３カ月以上の者については、機構が、返還者が長期の延滞
に陥らないよう早い段階での回収促進策を講じているため、近年は横ばい傾向。

※四捨五入により計数が一致しない場合がある。
※無利子奨学金・有利子奨学金の両方の貸与を受けている者はそれぞれカウントしている。

返還を要する人数に占める延滞３ヶ月以上の者の割合

（千人）

延滞者の推移（有利子奨学金のみ）
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（平成23年1月導入）

○経済的理由により返還困難となっている者のうち、当初の割賦金額を

減額すれば返還可能となる者について、一定の要件（収入金額325万

円以下など）を満たすことで、一定期間、当初割賦金額を２分の１に

減額し、返還期間を延長することにより、返還者の負担軽減とともに、

返還金の回収促進と延滞の抑制を図る。（平成26年度：16,017件を承認）

○在学猶予（平成26年度：152,879件を承認）

大学、大学院等に在学中（外国の学校も含む）は、在学届等の提出に
よって返還期限を猶予される。

○一般猶予（平成26年度：137,561件を承認）

右表の事由に該当し返還が困難な場合は、願い出により返還期限を

猶予される。返還期限猶予の事由及び猶予の期間等は右表のとおりである。

○死亡又は精神若しくは身体の障害による返還免除

・奨学生が死亡又は心身の障害により、返還不能になったときは返還未済額の全部又は一部を願い出によって免除する。（無利子・有利子の
全奨学生対象） （平成26年度免除実績：1,579件（25億円））

○特に優れた業績による返還免除 （平成16年4月以降の採用者より適用）

・大学院において無利子貸与を受けた学生で、在学中に特に優れた業績を挙げた者として機構が認定したものには、貸与期間終了時において、
全部又は一部の返還を免除する。 （平成26年度免除実績：9,472件（126億円） ）

・大学院博士課程に進学し、奨学生として採用される段階で、返還免除者を内定できる制度を導入。（平成27年度）

20年間

25年間

○通常返還
　（返還期限２０年の場合）

○減額返還制度適用
　（最長１０年間）

通常返還（２０年間：２４０回　返還：２万円/月）

通常返還
１５年間：１８０回
返還：２万円/月

減額期間
１０年間：１２０回
返還：１万円/月

通常返還の５年間相当

５年間 １５年間

１０年間
１５年間

○減額返還制度適用
（通算最長１０年間）

返還困難者への救済措置について

猶予の事由 猶予の期間

災害 ※1 その事由が続いている期間中、１年ご
とに願い出る。

※1 災害は、原則として災害の発生か
ら５年以内に限る。

病気中

生活保護

入学準備 ※2 その事由が続いている期間中、１年毎
に願い出る。通算して１０年が限度。

※2 卒業後１年以内に限る。
経済困難（年収300万円以
下、給与所得者以外は200
万円以下）・失業中等

【参考】返還期限猶予の承認事由（平成26年度）
●経済困難・失業中等：87.4％ ●病気中： 6.8％ ●生活保護： 2.5％ など

減額返還制度

返還期限猶予制度

返還免除制度
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入学時特別増額貸与奨学金制度の実績と予算

区 分 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

貸 与 人 員 47,341 44,861 38,086 47,036 59,032 56,263 55,753 44,626

在 学 採 用 14,022 13,140 7,795 8,705 5,653 4,690 4,262 3,212

予 約 採 用 者 33,152 31,525 30,126 38,190 53,176 51,429 51,348 41,298

ろ う き ん 利 用 者 1,146 1,288 1,220 3,242 3,710 4,572 5,295 3,693

海 外 留 学 利 用 者 167 196 165 141 203 144 143 116

長 期 留 学 101 70 83 47 78 85 106 88

短 期 留 学 66 126 82 94 125 59 37 28

貸 与 額 142 135 126 174 218 211 211 172

（参考）予算

貸 与 人 員 50,000 60,000
(61,687)

54,813 69,543 59,022 56,293 70,490
54,813

貸 与 額 150 180
(208)

181 257 218 211 267
180

※平成21年度の（ ）内は補正後の数字である。

（単位：人、億円）

（単位：人、億円）

貸与実績
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１８歳人口と進学率・奨学金貸与率の推移

１８歳人口は、平成２１年～３２年頃まで、ほぼ横ばい（約１２０万人）で推移し、その後減少。

大学・短期大学の全学生数に対する日本学生支援機構奨学金の貸与率は、平成１１年度以降、急激に上昇し、平成２６年度で
は３８．７％（１０３万８千人）。
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大学入学者数（万人）

短大入学者数（万人）

専門学校入学者数（万人）

高校等卒業者数（万人）

18歳人口（万人）

● 18歳人口 ＝ ３年前の中学校卒業者
● 奨学金貸与率 ＝ 当該年度の大学・短大の貸与者数

当該年度の大学・短大の全学生数

進学率（大学・短大
高専（4年次）・専修学校）

７７．９％

進学率（大学・短大）

５５．１％

大学・短大の貸与率
３８．７％

大学・短大・高専・専門の貸与率
３８．５％

１８歳人口のピーク

平成21～32年頃は，ほぼ横ばいで推移 平成33年頃から

再び減少

高専４年次在学者数
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